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目標の進捗状況報告書
　　　（２０１２年度・大学）

　 　

対象部局

大項目

中項目
小項目
要素

小項目
要素

小項目
要素

小項目

要素

2009 2010 2011 2012 2013

→履修説明の実施回数と、履修モ
デルの提示 Ｂ Ｂ Ａ

  

→演習の種類・開講数と履修登録
率・単位取得率 Ｂ Ｂ Ａ

  

→履修年次を変更した科目の履修
登録率・単位取得率 Ｂ Ｂ Ｂ

  

→複数分野専攻制（MDS）履修者数
（他学部生の履修者数、法学部生
の履修者数）、早期卒業による
ジョイント・ディグリーの取得者
数（他学部生の法学士取得数と法
学部生の他学部の学士の取得者
数）、大学院進学者数（法学研究
科・司法研究科への進学者数）

Ｂ Ｂ Ｂ

  

→学生の各年次の単位修得状況 Ｂ Ｂ Ａ
  

→少人数教育の科目の開講数、履
修登録率・単位取得率 Ｂ Ｂ Ｂ

  

→授業内容の満足度調査、および
シラバスとの整合性に関する調査 Ｂ Ｂ Ａ

  

→成績評価・成績分布調査結果の
各教員への周知 Ｂ Ｂ Ｂ

  

→FD（ファカルティーディベロッ
プメント）やカリキュラム検討の
ための学習会・研究会の実施回
数・参加人数

Ａ Ａ Ａ

  

Ⅱ．目標の進捗評価と進捗状況報告（2012.4.30現在の進捗状況報告）

９．学習会・研究会などの企画をつうじて各教員に授業方法を検討する
機会を増やす。

担当部局は　　　　　　　　☆印の箇所を記入してください。

Ⅰ．評価項目・要素と担当部局
本シートの自己点検・評価を行う部局と項目・要素は次のとおりである。

6.3.2 シラバスに基づいて授業が展開されているか。

研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導（院）
実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導（専院）

　　Ａ　：　目標実現のための計画や方策などを適切に実行し、目標を達成している。もしくはほぼ達成している。
　　Ｂ　：　目標実現のための計画や方策などを概ね適切に実行しているが、まだ目標は達成していない。
　　Ｃ　：　目標実現のための計画や方策などを実行しているが十分ではなく、目標は達成していない。達成にはまだしばらく時間がかかる。
　　Ｄ　：　目標実現のための計画や方策などを実行していない。当然目標は達成していない。

左記目標の「指標」
進捗評価

１．学生の学修ニーズに合わせて教育効果を高めるような専門科目の履
修を促進する。

本項目において、2009年度～2013年度の中期的な「目標」と「指標」を次のとおり設定し、毎年度進捗状況の自己評価を行っている。

法学部

シラバスの作成と内容の充実

授業内容・方法とシラバスとの整合性

2009年度に設定した「目標」

　《進捗評価》

6.3.3 成績評価と単位認定は適切に行われているか。
厳格な成績評価（評価方法・評価基準の明示）

6 教育内容・方法・成果

6.3 教育方法

6.3.1 教育方法および学習指導は適切か。
教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実験等）の採用

履修科目登録の上限設定、学習指導の充実

学生の主体的参加を促す授業方法

６．少人数教育の専門科目を系統的に配置する。

７．到達目標・シラバスの内容を明確化・詳細化し、授業内容との整合
性を図る。

８．適正かつ厳正な成績評価を確保する。

　

２．演習科目のメニュー・数を増やして各年次に系統的に配置する。

３．各専門科目の履修年次を見直し、効果的に配置する。

４．早期卒業をつうじたジョイント・ディグリー取得や大学院進学を奨
励する。

５．各年次の履修科目登録数の上限を設定し、系統的・効果的な履修を
可能にする。

単位制度の趣旨に基づく単位認定の適切性

既修得単位認定の適切性

6.3.4 教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改善に結びつけているか。
授業の内容および方法の改善を図るための組織的研修・研究の実施

進捗評価はA､B､C､Dの４段階とし、2012年4月30日現在における目標の達成度評価(2013年度の達成に対してどこまで進んだかの評価)を行った。
A､B､C､D評価は目安として次のようなものである。
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→個別学修相談の件数 Ｂ Ｂ Ｂ
  

 ☆

左記目標の「指標」 2009 2010 2011 2012 2013

→ 　 　 　 　 　

→ 　 　 　 　 　 　

　

　《進捗状況》　　

目標の進捗状況について次のとおり簡単に説明する。

目標１

目標２

目標３

目標４

目標５

目標６

目標７

目標８

目標９

目標10

備考

法学部における講義形式の授業はどうしても多人数での授業となるため、新カリキュラムにおいては、少人数・双方向式の授業とし
て演習科目の種類を増やして配置した。専門科目となる演習科目としては、１回生開講の基本演習２単位、２回生開講のコース導入
演習２単位、模擬裁判演習４単位、３,４回生開講の、法学研究演習Ｉ、ＩＩ、政治学研究演習Ｉ、ＩＩ(各４単位）、各コースに設
定された実践演習ＡＢ(司法特修実践演習はＣＤも)それぞれ２単位、がある。

ＦＤ研究会を定期的に開催し、教育内容・方法の改善につき意見交換、勉強会を行っている。２０１１年度は１１月に開催され、新
カリキュラムの｢スタートアップ演習」でテキストとして用いるために教員が分担執筆して作成する｢法学・政治学学習ガイドブッ
ク」の内容について意見交換を行った。また２０１１年度に策定したＤＰ、ＣＰ、Ｃ・ＭＡＰについてはＦＤ活動検討委員会で定期
的に検証することとした。

新カリキュラムにおいて設定した６コースそれぞれの履修モデルはすでに作成し、法学部ホームページに明示している。コース説明
会は、司法特修コースについては、コースが２回生春学期から開始となり、また選抜制を取り事前に準備が必要なため、１回生の春
学期（２０１２年度春学期）に２回実施する予定である。その他のコースは２回生秋学期から開始するため、それに応じて順次開催
する予定である。

新カリキュラムでは演習科目の種類を増やした。１回生開講のスタートアップ演習２単位、基本演習２単位、２回生開講のコース導
入演習２単位、法政教養演習２単位、模擬裁判演習４単位、３,４回生開講の、法学研究演習、政治学研究演習、法政文化教養演習各
Ｉ、ＩＩ(それぞれ４単位）、さらに各コースに設定された実践演習ＡＢ(司法特修実践演習はＣＤも)それぞれ２単位、となってい
る。法学部学則別表参照。

新カリキュラムにおいては、各専門コースの開始を、司法特修コースは２回生春学期から、他の５つのコースについても２回生秋学
期からとして、旧カリキュラムよりも早めたため、専門科目を以前よりも２回生にも多く配置した。学年配置を変更したこれらの科
目の履修登録、単位修得率については、今後フォローしていく。

大学院後期課程の学生をＴＡとして採用し、学生の学修相談を予約制で行っている。教員よりは身近な存在である先輩への相談と
あって、学生から常に一定数の利用がある（データ：教学補佐採用数・ＴＡ採用数・学修相談数を参照のこと）。

10．個別学修相談の機会を増やす。

ＭＤＳおよびジョイントディグリーについては、大学での制度導入以来、法学部は学部として参加してきたが、この制度を利用する
法学部生は毎年継続して出ており、一定の成果が得られていると考えられる(データ：ＭＤＳ ＆ ＪＤ修了者数(0702作成）参照）。
大学院進学率は、2011年度で568名の卒業生のうち54名が進学しており、他学部と比較しても高い進学率を示しているといえる（デー
タ：進路状況２０１１参照）。

旧カリキュラムでは３、４回生の年間履修登録単位数を６０単位以内としていたが、単位の実質化を図るため、新カリキュラムでは
全学年において年間履修登録単位数は４８単位以内とした。ただし司法特修コースの学生およびＭＤＳプログラムを履修する学生
は、早期卒業をサポートすべく、年間５６単位までの履修を認める。また２年次終了時点でＧＰＡ上位５パーセント以内の成績優秀
な学生は３回生以降各学期２８単位までの履修を認め、編入学生についても４回生での卒業が可能となるようサポートするため、各
学期２８単位までの履修を認めている。

☆

2010年度以降に設定した「目標」

ＧＰＡ制度の導入に伴い、同制度の趣旨が成績評価に適正に反映されるようにするため、各教科の成績結果が極端に高得点や低得点
に偏ることのない様に、教員には学期末試験のたびに注意喚起がなされている。また成績結果については、その分布状況が教科ごと
にまとめられ教員の閲覧に供されている。

２０１１年度は全学統一方式で授業調査を行った。マークシート方式の質問項目の中には、学生の授業満足度、学生の授業への取組
の自己評価、シラバスと授業内容との整合性などが含まれており、貴重な情報が得られている。アンケートの回答は、集計され、担
当教員にフィードバックされるとともに、大学のパブリックフォルダーで学内に公開される。なお授業調査は２０１２年度から毎年
行われることとなった。

2/3



進捗状況報告書（6-3 教育方法）＜法学部＞2012.xls

　《評価指標データ》　　

目標10についての評価指標データ

目標４についての評価指標データ

法学部ＭＤＳ＆ＪＤ修了者数

ＭＤＳ 応募者数 受験許可者数 修了者数 ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ 法学部出身者数 他学部出身者数

２００４年度 29 24 4 ２００４年度 制度導入 制度導入
２００５年度 15 12 1 ２００５年度 － －
２００６年度 13 13 10 ２００６年度 － －
２００７年度 22 21 7 ２００７年度 0 3
２００８年度 32 30 1 ２００８年度 0 3
２００９年度 17 15 7 ２００９年度 2 4
２０１０年度 18 16 4 ２０１０年度 2 5
２０１１年度 21 21 6 ２０１１年度 3 1
２０１２年度 － － － ２０１２年度 － －

ＭＤＳ修了者数
ＭＤＳ（法学部から
他学部へ） 出身学部 取得者数計 編入学部 取得者数計

２００４年度 4
２００５年度 1
２００６年度 10
２００７年度 7 社会1　経済2 3 0
２００８年度 1 社会2　経済1 3 0
２００９年度 7 文2　社会１　経済1 4 経済1　商1 2
２０１０年度 4 文1　経済3　商1 5 経済2 2
２０１１年度 6 経済1 1 経済3 3

学位取得者数

ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ（他学部から法学
部へ）

ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ（法学部から
他学部へ）

進路登録･決定状況【法学部】

（※１）就職決定率=Ｂ就職決定者／Ｇ就職希望者

（※２）就職率=（Ｂ就職決定者＋Ｃ自営）／（Ａ卒業者－Ｄ進学決定者）

（※３）進路決定率=（Ｂ就職決定者＋Ｃ自営＋Ｄ進学決定者＋Ｅ資格取得・留学等）／Ａ卒業者

（※４）進路把握率=Ｆ進路登録者数／Ａ卒業者

（※５）その他＝芸術活動、フリーター、結婚、家事手伝い、留学生帰国（進路未決）、卒業後に活動

（※６）就職％＝Ｂ就職／Ａ卒業者

（※７）進学％＝Ｄ進学／Ａ卒業者

注意１）卒業者には当該年度の９月卒業者、早期卒業者（進学の者）を含む

注意２）Ｄ進学決定者の中には大学院進学者だけでなく大学進学者を含んでいる

B
就職

C
自営

D
進学

E
資格取得
・留学等

その他
（※５）

その他のうち

「就職希望だ
が未決定」

Ｆ進路
登録者数

進路
把握率
(※４）

男 154 84 1 28 27 9 5 149 96.8% 5 89 94.4% 67.5% 90.9% 54.5% 18.2%
女 100 75 5 11 8 4 99 99.0% 1 79 94.9% 78.9% 91.0% 75.0% 5.0%
男 30 17 4 4 4 29 96.7% 1 17 100.0% 65.4% 83.3% 56.7% 13.3%
女 17 14 2 0 0 16 94.1% 1 14 100.0% 93.3% 94.1% 82.4% 11.8%
男 58 39 5 11 3 3 58 100.0% 42 92.9% 73.6% 94.8% 67.2% 8.6%
女 31 24 2 4 1 1 31 100.0% 25 96.0% 82.8% 96.8% 77.4% 6.5%
男 8 4 1 3 0 8 100.0% 4 100.0% 57.1% 100.0% 50.0% 12.5%
女 21 13 2 4 2 21 100.0% 13 100.0% 68.4% 90.5% 61.9% 9.5%
男 12 11 0 1 0 12 100.0% 11 100.0% 91.7% 100.0% 91.7% 0.0%
女 4 3 0 0 1 4 100.0% 3 100.0% 75.0% 75.0% 75.0% 0.0%
男 41 33 1 5 2 1 41 100.0% 34 97.1% 82.5% 95.1% 80.5% 2.4%
女 20 15 0 2 2 1 19 95.0% 1 16 93.8% 75.0% 85.0% 75.0% 0.0%
男 9 7 0 2 0 9 100.0% 7 100.0% 77.8% 100.0% 77.8% 0.0%
女 11 7 2 1 1 11 100.0% 7 100.0% 77.8% 90.9% 63.6% 18.2%
男 11 7 1 2 1 11 100.0% 7 100.0% 70.0% 90.9% 63.6% 9.1%
女 11 10 0 0 1 11 100.0% 10 100.0% 90.9% 90.9% 90.9% 0.0%
男 19 18 0 0 1 19 100.0% 18 100.0% 94.7% 94.7% 94.7% 0.0%
女 11 8 1 1 1 11 100.0% 8 100.0% 80.0% 90.9% 72.7% 9.1%
男 342 220 1 40 55 20 9 336 98.2% 6 229 96.1% 73.2% 92.4% 64.3% 11.7%
女 226 169 0 14 23 17 6 223 98.7% 3 175 96.6% 79.7% 91.2% 74.8% 6.2%

男女計 568 389 1 54 78 37 15 559 98.4% 9 404 96.3% 75.9% 91.9% 68.5% 9.5%
男 2083 1579 11 114 184 176 83 2064 99.1% 19 1662 95.0% 80.8% 90.6% 75.8% 5.5%
女 2002 1615 5 89 133 148 57 1990 99.4% 12 1672 96.6% 84.7% 92.0% 80.7% 4.4%

男女計 4085 3194 16 203 317 324 140 4054 99.2% 31 3334 95.8% 82.7% 91.3% 78.2% 5.0%

就職％
（※６）

A
卒業者

進路登録者

未登録
者数

G
就職希望者

数
学科 専攻 性別

進学％
（※７）

法律学科

司法コース

ビジネス法務コース

公共政策コース

国際関係コース

地域政策コース

就職
決定率
（※１）

就職率
（※２）

進路
決定率
（※３）

法学部計

文系計

政治学科

公共政策コース

国際関係コース

政治システムコース

地域政策コース

ＴＡ
Ｍ１ Ｍ２ Ｄ１ Ｄ２ Ｄ３ Ｄ

２００４年度 8 18 3 1 3 0 33 - - -
２００５年度 11 16 4 3 1 0 35 - - -
２００６年度 10 20 1 4 3 0 38 - - -
２００７年度 11 13 3 1 5 0 33 - - -

春学期 - -
秋学期 4 8
春学期 9 13
秋学期 9 10
春学期 6 6 内、Ｍ１名、Ｄ（研究員）１名途中退職。

秋学期 9 6
春学期 4 10
秋学期 8 7 Ｄ１名途中退職。
春学期 4 1
秋学期

＜注意事項＞

春 秋 春 秋 春 秋 （１）下記数字は上記及び左表のＴＡの数に含んでおりません。

前期課程 0 0 0 0 0 0 ★2010年度年度途中採用者　４名（大学院研究員２名、研究科研究員２名）

後期課程 9 9 6 6 4 3 （契約期間　7/16～7/31,9/21～12/22、1/6～2/11,3/18～3/31で契約）

大学院研究員 0 0 0 2 0 5 ★2011年度年度途中採用者　５名（大学院研究員５名）

研究科研究員 0 0 0 1 0 0 （契約期間　7/1～7/31,9/1～12/22、1/6～3/31で契約）

合計 9 9 6 9 4 8 （２）学修相談件数は申込者数

２０１１年度 21 10 0 2 1 0 34

２０１０年度 9 11 2 2 2 4 30

２００９年度 9 12 2 2 2 0 27

２００８年度 10 11 2 3 3 0 29

教学補佐・ＴＡ採用者数

備考
教学補佐 学修相談

件数
小計研究員

２０１２年度 14 14 2 0 2 0 32

ＴＡの人数と内訳

2009 2010 2011
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